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〔法と市民生活・資料１〕児童虐待関連法令（抄）                   

  総務省の法令データ提供システム（ h t tp : / / l a w .e -gov .go . j p / cg i -b i n / idxsea rch . cg i）による  

 

 民法  

 学校教育法 

 刑法  

 児童虐待防止法 

 児童福祉法 

 児童の権利に関する条約 

 

 

民法（明治二十九年四月二十七日法律第八十九号）  

 

（親権者）   
第八百十八条   成年に達しない子は、父母の親権に服する。   
２、３  （略）  

 

（監護及び教育の権利義務）   
第八百二十条   親権を行う者は、子の監護及び教育をする権利を有し、義務を負う。   
（懲戒）   
第八百二 十 二条   親 権を行う 者 は、必要 な 範囲内で 自 らその子 を 懲戒し、又 は家庭裁判

所の許可を得て、これを懲戒場に入れることができる。   
２   子を懲戒場に入れる期間は、六箇月以下の範囲内で、家庭裁判所が定める。ただし、

この期間は、親権を行う者の請求によって、いつでも短縮することができる。   
（親権の喪失の宣告）   
第八百三 十 四条   父 又は母が 、 親権を濫 用 し、又は 著 しく不行 跡 であるとき は、家庭裁

判所は、子の親族又は検察官の請求によって、その親権の喪失を宣告することができ る。 

  
学校教育法（昭和二十二年三月三十一日法律第二十六号）  

 

第十一条   校長及 び 教員は、 教 育上必要 が あると認 め るときは 、 文部科学大 臣の定める

ところにより、児童、生徒及び学生に懲戒を加えることができる。ただし、体罰を加える

ことはできない。   
 

刑法（明治四十年四月二十四日法律第四十五号）  

 

（傷害）   
第二百四 条   人の身 体を傷害 し た者は、 十 五年以下 の 懲役又は 五 十万円以下 の罰金に処

する。   
 

（傷害致死）   
第二百五条   身体を傷害し、よって人を死亡させた者は、三年以上の有期懲役に処する 。  
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（暴行）   
第二百八 条   暴行を 加えた者 が 人を傷害 す るに至ら な かったと き は、二年以 下の懲役若

しくは三十万円以下の罰金又は拘留若しくは科料に処する。   
 

（正当行為）   
第三十五条   法令又は正当な業務による行為は、罰しない。   
 

（遺棄）   
第二百十 七 条   老年 、幼年、 身 体障害又 は 疾病のた め に扶助を 必 要とする者 を遺棄した

者は、一年以下の懲役に処する。   
 

（保護責任者遺棄等）   
第二百十 八 条   老年 者、幼年 者 、身体障 害 者又は病 者 を保護す る 責任のある 者がこれら

の者を遺棄し、又はその生存に必要な保護をしなかったときは、三月以上五年以下の懲役

に処する。   
 

（遺棄等致死傷）   
第二百十 九 条   前二 条の罪を 犯 し、よっ て 人を死傷 さ せた者は 、 傷害の罪と 比較して、

重い刑により処断する。   
 

児童虐待の防止等に関する法律（平成十二年五月二十四日法律第八十二号）  

 

（目的）   
第一条   この法律 は 、児童虐 待 が児童の 人 権を著し く 侵害し、 そ の心身の成 長及び人格

の形成に重大な影響を与えるとともに、我が国における将来の世代の育成にも懸念を及ぼ

すことにかんがみ、児童に対する虐待の禁止、児童虐待の予防及び早期発見その他の児童

虐待の防止に関する国及び地方公共団体の責務、児童虐待を受けた児童の保護及び自立の

支援のための措置等を定めることにより、児童虐待の防止等に関する施策を促進し、もっ

て児童の権利利益の擁護に資することを目的とする。   
 

（児童虐待の定義）   
第二条   この法律 に おいて、 「 児童虐待 」 とは、保 護 者（親権 を 行う者、未 成年後見人

その他の者で、児童を現に監護するものをいう。以下同じ。）がその監護する児童（十八

歳に満たない者をいう。以下同じ。）について行う次に掲げる行為をいう。   
一   児童の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある暴行を加えること。   
二   児童にわいせつな行為をすること又は児童をしてわいせつな行為をさせること。  

三   児童 の心身の 正 常な発達 を 妨げるよ う な著しい 減 食又は長 時 間の放置、 保護者以外

の 同 居 人 に よ る 前 二 号 又 は 次 号 に 掲 げ る 行 為 と 同 様 の 行 為 の 放 置 そ の 他 の 保 護 者 と し て

の監護を著しく怠ること。   
四   児童 に対する 著 しい暴言 又 は著しく 拒 絶的な対 応 、児童が 同 居する家庭 における配

偶者に対する暴力（配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情に

ある者を含む。）の身体に対する不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすもの及

びこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動をいう。）その他の児童に著しい心理的外

傷を与える言動を行うこと。   
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（児童に対する虐待の禁止）   
第三条   何人も、児童に対し、虐待をしてはならない。   
 

（国及び地方公共団体の責務等）   
第四条   国及び地 方 公共団体 は 、児童虐 待 の予防及 び 早期発見 、 迅速かつ適 切な児童虐

待を受けた児童の保護及び自立の支援（児童虐待を受けた後十八歳となった者に対する自

立の支援を含む。第三項及び次条第二項において同じ。）並びに児童虐待を行った保護者

に 対 す る 親 子 の 再 統 合 の 促 進 へ の 配 慮 そ の 他 の 児 童 虐 待 を 受 け た 児 童 が 良 好 な 家 庭 的 環

境で生活するために必要な配慮をした適切な指導及び支援を行うため、関係省庁相互間そ

の他関係機関及び民間団体の間の連携の強化、民間団体の支援、医療の提供体制の整備そ

の他児童虐待の防止等のために必要な体制の整備に努めなければならない。   
２   国及 び地方公 共 団体は、 児 童相談所 等 関係機関 の 職員及び 学 校の教職員 、児童福祉

施設の職員、医師、保健師、弁護士その他児童の福祉に職務上関係のある者が児童虐待を

早期に発見し、その他児童虐待の防止に寄与することができるよう、研修等必要な措置を

講ずるものとする。   
３   国及 び地方公 共 団体は、 児 童虐待を 受 けた児童 の 保護及び 自 立の支援を 専門的知識

に基づき適切に行うことができるよう、児童相談所等関係機関の職員、学校の教職員、児

童 福 祉 施 設 の 職 員 そ の 他 児 童 虐 待 を 受 け た 児 童 の 保 護 及 び 自 立 の 支 援 の 職 務 に 携 わ る 者

の人材の確保及び資質の向上を図るため、研修等必要な措置を講ずるものとする。   
４   国及 び地方公 共 団体は、 児 童虐待の 防 止に資す る ため、児 童 の人権、児 童虐待が児

童に及ぼす影響、児童虐待に係る通告義務等について必要な広報その他の啓発活動に努め

なければならない。   
５   国及 び地方公 共 団体は、 児 童虐待を 受 けた児童 が その心身 に 著しく重大 な被害を受

けた事例の分析を行うとともに、児童虐待の予防及び早期発見のための方策、児童虐待を

受けた児童のケア並びに児童虐待を行った保護者の指導及び支援のあり方、学校の教職員

及 び 児 童 福 祉 施 設 の 職 員 が 児 童 虐 待 の 防 止 に 果 た す べ き 役 割 そ の 他 児 童 虐 待 の 防 止 等 の

ために必要な事項についての調査研究及び検証を行うものとする。   
６   児童 の親権を 行 う者は、 児 童を心身 と もに健や か に育成す る ことについ て第一義的

責任を有するものであって、親権を行うに当たっては、できる限り児童の利益を尊重する

よう努めなければならない。   
７   何人 も、児童 の 健全な成 長 のために 、 良好な家 庭 的環境及 び 近隣社会の 連帯が求め

られていることに留意しなければならない。   
 

（児童虐待の早期発見等）   
第五条   学校、児 童 福祉施設 、 病院その 他 児童の福 祉 に業務上 関 係のある団 体及び学校

の教職員、児童福祉施設の職員、医師、保健師、弁護士その他児童の福祉に職務上関係の

ある者は、児童虐待を発見しやすい立場にあることを自覚し、児童虐待の早期発見に努め

なければならない。   
２   前項 に規定す る 者は、児 童 虐待の予 防 その他の 児 童虐待の 防 止並びに児 童虐待を受

け た 児 童 の 保 護 及 び 自 立 の 支 援 に 関 す る 国 及 び 地 方 公 共 団 体 の 施 策 に 協 力 す る よ う 努 め

なければならない。   
３   学校 及び児童 福 祉施設は 、 児童及び 保 護者に対 し て、児童 虐 待の防止の ための教育

又は啓発に努めなければならない。   
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（児童虐待に係る通告）   
第六条   児童虐待 を 受けたと 思 われる児 童 を発見し た 者は、速 や かに、これ を市町村、

都道府県の設置する福祉事務所若しくは児童相談所又は児童委員を介して市町村、都道 府

県の設置する福祉事務所若しくは児童相談所に通告しなければならない。   
２   前項の規定による通告は、児童福祉法  （昭和二十二年法律第百六十四号）第二十五

条  の規定による通告とみなして、同法  の規定を適用する。   
３   刑法  （明治四十年法律第四十五号）の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する

法律の規定は、第一項の規定による通告をする義務の遵守を妨げるものと解釈してはなら

ない。   
 

第七条   市町村、 都 道府県の 設 置する福 祉 事務所又 は 児童相談 所 が前条第一 項の規定に

よる通告を受けた場合においては、当該通告を受けた市町村、都道府県の設置する福祉事

務所又は児童相談所の所長、所員その他の職員及び当該通告を仲介した児童委員は、その

職務上知り得た事項であって当該通告をした者を特定させるものを漏らしてはならな い。  
 

（通告又は送致を受けた場合の措置）   
第八条   市町村又 は 都道府県 の 設置する 福 祉事務所 が 第六条第 一 項の規定に よる通告を

受けたときは、市町村又は福祉事務所の長は、必要に応じ近隣住民、学校の教職員、児童

福祉施設の職員その他の者の協力を得つつ、当該児童との面会その他の当該児童の安全の

確認を行うための措置を講ずるとともに、必要に応じ次に掲げる措置を採るものとす る。  
一   児童 福祉法第二 十五条の七 第一項第一 号  若しく は第二項第 一号  又は 第二十五条 の

八第一号  の規定により当該児童を児童相談所に送致すること。   
二   当該 児童のう ち 次条第一 項 の規定に よ る出頭の 求 め及び調 査 若しくは質 問、第九条

第一項の 規 定による 立 入り及び 調 査若しく は 質問又は 児 童福祉法 第 三十三条第 一項  若し

くは第二 項  の規定に よる一時 保 護の実施 が 適当であ る と認める も のを都道府 県知事又は

児童相談所長へ通知すること。   
２   児童 相談所が 第 六条第一 項 の規定に よ る通告又 は 児童福祉 法 第二十五条 の七第一項

第一号  若 しくは第二 項第一号  又は第二十 五条の八第 一号  の規 定による送 致を受けた と

きは、児童相談所長は、必要に応じ近隣住民、学校の教職員、児童福祉施設の職員その他

の者の協力を得つつ、当該児童との面会その他の当該児童の安全の確認を行うための措置

を講ずる と ともに、 必 要に応じ 同 法第三十 三 条第一項  の規定に よ る一時保護 を行うもの

とする。   
３   前二 項の児童 の 安全の確 認 を行うた め の措置、 児 童相談所 へ の送致又は 一時保護を

行う者は、速やかにこれを行うものとする。   
 

（出頭要求等）   
第八条の 二   都道府 県知事は 、 児童虐待 が 行われて い るおそれ が あると認め るときは、

当該児童の保護者に対し、当該児童を同伴して出頭することを求め、児童委員又は児童の

福祉に関する事務に従事する職員をして、必要な調査又は質問をさせることができる。こ

の場合においては、その身分を証明する証票を携帯させ、関係者の請求があったときは、

これを提示させなければならない。   
２   都道 府県知事 は 、前項の 規 定により 当 該児童の 保 護者の出 頭 を求めよう とするとき

は、厚生労働省令で定めるところにより、当該保護者に対し、出頭を求める理由となった

事実の内容、出頭を求める日時及び場所、同伴すべき児童の氏名その他必要な事項を記載
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した書面により告知しなければならない。   
３   都道府県知事は、第一項の保護者が同項の規定による出頭の求めに応じない場合は 、

次 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 児 童 委 員 又 は 児 童 の 福 祉 に 関 す る 事 務 に 従 事 す る 職 員 の 立 入 り

及び調査又は質問その他の必要な措置を講ずるものとする。   
 

（立入調査等）   
第九条   都道府県 知 事は、児 童 虐待が行 わ れている お それがあ る と認めると きは、児童

委 員 又 は 児 童 の 福 祉 に 関 す る 事 務 に 従 事 す る 職 員 を し て 、 児 童 の 住 所 又 は 居 所 に 立 ち 入

り、必要な調査又は質問をさせることができる。この場合においては、その身分を証明す

る証票を携帯させ、関係者の請求があったときは、これを提示させなければならない。   
２   前項 の規定に よ る児童委 員 又は児童 の 福祉に関 す る事務に 従 事する職員 の立入り及

び調査又 は 質問は、 児 童福祉法 第 二十九条  の規定に よ る児童委 員 又は児童の 福祉に関す

る事務に 従 事する職 員 の立入り 及 び調査又 は 質問とみ な して、同 法 第六十一条 の五  の規

定を適用する。   
 

（再出頭要求等）   
第九条の 二   都道府 県知事は 、 第八条の 二 第一項の 保 護者又は 前 条第一項の 児童の保護

者 が 正 当 な 理 由 な く 同 項 の 規 定 に よ る 児 童 委 員 又 は 児 童 の 福 祉 に 関 す る 事 務 に 従 事 す る

職員の立入り又は調査を拒み、妨げ、又は忌避した場合において、児童虐待が行われてい

るおそれがあると認めるときは、当該保護者に対し、当該児童を同伴して出頭することを

求め、児童委員又は児童の福祉に関する事務に従事する職員をして、必要な調査又は質問

をさせることができる。この場合においては、その身分を証明する証票を携帯させ、関係

者の請求があったときは、これを提示させなければならない。  

２   第八条の二第二項の規定は、前項の規定による出頭の求めについて準用する。   
 

（臨検、捜索等）   
第九条の 三   都道府 県知事は 、 第八条の 二 第一項の 保 護者又は 第 九条第一項 の児童の保

護者が前条第一項の規定による出頭の求めに応じない場合において、児童虐待が行われて

いる疑いがあるときは、当該児童の安全の確認を行い又はその安全を確保するため、児童

の福祉に関する事務に従事する職員をして、当該児童の住所又は居所の所在地を管轄する

地方裁判所、家庭裁判所又は簡易裁判所の裁判官があらかじめ発する許可状により、当該

児童の住所若しくは居所に臨検させ、又は当該児童を捜索させることができる。   
２   都道 府県知事 は 、前項の 規 定による 臨 検又は捜 索 をさせる と きは、児童 の福祉に関

する事務に従事する職員をして、必要な調査又は質問をさせることができる。   
３   都道 府県知事 は 、第一項 の 許可状（ 以 下「許可 状 」という 。 ）を請求す る場合にお

いては、児童虐待が行われている疑いがあると認められる資料、臨検させようとする住所

又 は 居 所 に 当 該 児 童 が 現 在 す る と 認 め ら れ る 資 料 並 び に 当 該 児 童 の 保 護 者 が 第 九 条 第 一

項の規定による立入り又は調査を拒み、妨げ、又は忌避したこと及び前条第一項の規定に

よる出頭の求めに応じなかったことを証する資料を提出しなければならない。   
４   前項 の請求が あ った場合 に おいては 、 地方裁判 所 、家庭裁 判 所又は簡易 裁判所の裁

判官は、臨検すべき場所又は捜索すべき児童の氏名並びに有効期間、その期間経過後は執

行に着手することができずこれを返還しなければならない旨、交付の年月日及び裁判所名

を記載し、自己の記名押印した許可状を都道府県知事に交付しなければならない。   
５   都道 府県知事 は 、許可状 を 児童の福 祉 に関する 事 務に従事 す る職員に交 付して、第
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一項の規定による臨検又は捜索をさせるものとする。   
６   第一 項の規定 に よる臨検 又 は捜索に 係 る制度は 、 児童虐待 が 保護者がそ の監護する

児 童 に 対 し て 行 う も の で あ る た め に 他 人 か ら 認 知 さ れ る こ と 及 び 児 童 が そ の 被 害 か ら 自

ら 逃 れ る こ と が 困 難 で あ る 等 の 特 別 の 事 情 か ら 児 童 の 生 命 又 は 身 体 に 重 大 な 危 険 を 生 じ

さ せ る お そ れ が あ る こ と に か ん が み 特 に 設 け ら れ た も の で あ る こ と を 十 分 に 踏 ま え た 上

で、適切に運用されなければならない。   
 

（臨検又は捜索の夜間執行の制限）   
第九条の 四   前条第 一項の規 定 による臨 検 又は捜索 は 、許可状 に 夜間でもす ることがで

きる旨の記載がなければ、日没から日の出までの間には、してはならない。   
２   日没 前に開始 し た前条第 一 項の規定 に よる臨検 又 は捜索は 、 必要がある と認めると

きは、日没後まで継続することができる。   
 

（許可状の提示）   
第九条の 五   第九条 の三第一 項 の規定に よ る臨検又 は 捜索の許 可 状は、これ らの処分を

受ける者に提示しなければならない。   
 

（身分の証明）   
第九条の 六   児童の 福祉に関 す る事務に 従 事する職 員 は、第九 条 の三第一項 の規定によ

る臨検若しくは捜索又は同条第二項の規定による調査若しくは質問（以下「臨検等」とい

う。）をするときは、その身分を示す証票を携帯し、関係者の請求があったときは、これ

を提示しなければならない。   
 

（臨検又は捜索に際しての必要な処分）   
第九条の 七   児童の 福祉に関 す る事務に 従 事する職 員 は、第九 条 の三第一項 の規定によ

る臨検又は捜索をするに当たって必要があるときは、錠をはずし、その他必要な処分をす

ることができる。   
 

（臨検等をする間の出入りの禁止）   
第九条の 八   児童の 福祉に関 す る事務に 従 事する職 員 は、臨検 等 をする間は 、何人に対

しても、許可を受けないでその場所に出入りすることを禁止することができる。   
（責任者等の立会い）   
第九条の 九   児童の 福祉に関 す る事務に 従 事する職 員 は、第九 条 の三第一項 の規定によ

る臨検又は捜索をするときは、当該児童の住所若しくは居所の所有者若しくは管理者（こ

れらの者の代表者、代理人その他これらの者に代わるべき者を含む。）又は同居の親族で

成年に達した者を立ち会わせなければならない。   
２   前項 の場合に お いて、同 項 に規定す る 者を立ち 会 わせるこ と ができない ときは、そ

の 隣 人 で 成 年 に 達 し た 者 又 は そ の 地 の 地 方 公 共 団 体 の 職 員 を 立 ち 会 わ せ な け れ ば な ら な

い。   
 

（警察署長に対する援助要請等）   
第十条   児童相談 所 長は、第 八 条第二項 の 児童の安 全 の確認又 は 一時保護を 行おうとす

る場合において、これらの職務の執行に際し必要があると認めるときは、当該児童の住所

又 は 居 所 の 所 在 地 を 管 轄 す る 警 察 署 長 に 対 し 援 助 を 求 め る こ と が で き る 。 都 道 府 県 知 事
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が、第九条第一項の規定による立入り及び調査若しくは質問をさせ、又は臨検等をさせよ

うとする場合についても、同様とする。   
２   児童 相談所長 又 は都道府 県 知事は、 児 童の安全 の 確認及び 安 全の確保に 万全を期す

る観点から、必要に応じ迅速かつ適切に、前項の規定により警察署長に対し援助を求めな

ければならない。   
３   警察 署長は、 第 一項の規 定 による援 助 の求めを 受 けた場合 に おいて、児 童の生命又

は身体の安全を確認し、又は確保するため必要と認めるときは、速やかに、所属の警察官

に、同項 の 職務の執 行 を援助す る ために必 要 な警察官 職 務執行法  （昭和二十 三年法律第

百三十六号）その他の法令の定めるところによる措置を講じさせるよう努めなければなら

ない。   
 

（調書）   
第十条の 二   児童の 福祉に関 す る事務に 従 事する職 員 は、第九 条 の三第一項 の規定によ

る臨検又は捜索をしたときは、これらの処分をした年月日及びその結果を記載した調書を

作成し、立会人に示し、当該立会人とともにこれに署名押印しなければならない。ただし 、

立会人が署名押印をせず、又は署名押印することができないときは、その旨を付記すれば

足りる。   
 

（都道府県知事への報告）   
第十条の 三   児童の 福祉に関 す る事務に 従 事する職 員 は、臨検 等 を終えたと きは、その

結果を都道府県知事に報告しなければならない。   
 

（行政手続法  の適用除外）   
第十条の四   （略）  

（不服申立ての制限）   
第十条の五   （略）  

（行政事件訴訟の制限）   
第十条の六   （略）  

 

（児童虐待を行った保護者に対する指導等）   
第 十 一 条   児 童 虐 待 を 行 っ た 保 護 者 に つ い て 児 童 福 祉 法 第 二 十 七 条 第 一 項 第 二 号  の 規

定により行われる指導は、親子の再統合への配慮その他の児童虐待を受けた児童が良好な

家庭的環境で生活するために必要な配慮の下に適切に行われなければならない。  

２   児 童 虐 待 を 行 っ た 保 護 者 に つ い て 児 童 福 祉 法 第 二 十 七 条 第 一 項 第 二 号  の 措 置 が 採

られた場合においては、当該保護者は、同号  の指導を受けなければならない。   
３   前項 の場合に お いて保護 者 が同項の 指 導を受け な いときは 、 都道府県知 事は、当該

保護者に対し、同項の指導を受けるよう勧告することができる。   
４   都道 府県知事 は 、前項の 規 定による 勧 告を受け た 保護者が 当 該勧告に従 わない場合

において 必 要がある と 認めると き は、児童 福 祉法第三 十 三条第二 項  の規定に より児童相

談 所 長 を し て 児 童 虐 待 を 受 け た 児 童 に 一 時 保 護 を 加 え さ せ 又 は 適 当 な 者 に 一 時 保 護 を 加

えることを委託させ、同法第二十七条第一項第三号  又は第二十八条第一項  の規定による

措置を採る等の必要な措置を講ずるものとする。   
５   児童 相談所長 は 、第三項 の 規定によ る 勧告を受 け た保護者 が 当該勧告に 従わず、そ

の監護する児童に対し親権を行わせることが著しく当該児童の福祉を害する場合には、必
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要に応じて、適切に、児童福祉法第三十三条の七  の規定による請求を行うものとする。   
 

（面会等の制限等）   
第 十 二 条   児 童 虐 待 を 受 け た 児 童 に つ い て 児 童 福 祉 法 第 二 十 七 条 第 一 項 第 三 号  の 措 置

（以下「 施 設入所等 の 措置」と い う。）が 採 られ、又 は 同法第三 十 三条第一項  若しくは

第二項  の 規定によ る 一時保護 が 行われた 場 合におい て 、児童虐 待 の防止及び 児童虐待を

受けた児童の保護のため必要があると認めるときは、児童相談所長及び当該児童について

施設入所 等 の措置が 採 られてい る 場合にお け る当該施 設 入所等の 措 置に係る同 号  に規定

する施設の長は、厚生労働省令で定めるところにより、当該児童虐待を行った保護者につ

いて、次に掲げる行為の全部又は一部を制限することができる。  

一   当該児童との面会   
二   当該児童との通信   
２   前項の施設の長は、同項の規定による制限を行った場合又は行わなくなった場合は 、

その旨を児童相談所長に通知するものとする。   
３   児童虐待を受けた児童について施設入所等の措置（児童福祉法第二十八条  の規定に

よるものに限る。）が採られ、又は同法第三十三条第一項  若しくは第二項  の規定による

一時保護が行われた場合において、当該児童虐待を行った保護者に対し当該児童の住所又

は居所を明らかにしたとすれば、当該保護者が当該児童を連れ戻すおそれがある等再び児

童虐待が行われるおそれがあり、又は当該児童の保護に支障をきたすと認めるときは、児

童相談所長は、当該保護者に対し、当該児童の住所又は居所を明らかにしないものとする。  
 

第十二条 の 二   児童 虐待を受 け た児童に つ いて施設 入 所等の措 置 （児童福祉 法第二十八

条  の規定 によるも の を除く。 以 下この項 に おいて同 じ 。）が採 ら れた場合に おいて、当

該 児 童 虐 待 を 行 っ た 保 護 者 に 当 該 児 童 を 引 き 渡 し た 場 合 に は 再 び 児 童 虐 待 が 行 わ れ る お

それがあると認められるにもかかわらず、当該保護者が当該児童の引渡しを求めること、

当 該 保 護 者 が 前 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 制 限 に 従 わ な い こ と そ の 他 の 事 情 か ら 当 該 児 童 に

ついて当該施設入所等の措置を採ることが当該保護者の意に反し、これを継続することが

困難であると認めるときは、児童相談所長は、次項の報告を行うに至るまで、同法第三十

三条第一項  の規定により当該児童に一時保護を行うことができる。   
２   児童 相談所長 は 、前項の 一 時保護を 行 った場合 に は、速や か に、児童福 祉法第二十

六条第一項第一号  の規定に基づき、同法第二十八条  の規定による施設入所等の措置を要

する旨を都道府県知事に報告しなければならない。   
 

第十二条の三   児童相談所長は、児童福祉法第三十三条第一項  の規定により児童虐待を

受けた児童について一時保護を行っている場合（前条第一項の一時保護を行っている場合

を除く。）において、当該児童について施設入所等の措置を要すると認めるときであって、

当 該 児 童 虐 待 を 行 っ た 保 護 者 に 当 該 児 童 を 引 き 渡 し た 場 合 に は 再 び 児 童 虐 待 が 行 わ れ る

お そ れ が あ る と 認 め ら れ る に も か か わ ら ず 、 当 該 保 護 者 が 当 該 児 童 の 引 渡 し を 求 め る こ

と、当該保護者が第十二条第一項の規定による制限に従わないことその他の事情から当該

児童について施設入所等の措置を採ることが当該保護者の意に反すると認めるときは、速

やかに、同法第二十六条第一項第一号  の規定に基づき、同法第二十八条  の規定による施

設入所等の措置を要する旨を都道府県知事に報告しなければならない。   
 

第十二条 の 四   都道 府県知事 は 、児童虐 待 を受けた 児 童につい て 施設入所等 の措置（児
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童福祉法 第 二十八条  の規定に よ るものに 限 る。）が 採 られ、か つ 、第十二条 第一項の規

定により、当該児童虐待を行った保護者について、同項各号に掲げる行為の全部が制限さ

れている場合において、児童虐待の防止及び児童虐待を受けた児童の保護のため特に必要

があると認めるときは、厚生労働省令で定めるところにより、六月を超えない期間を定め

て、当該保護者に対し、当該児童の住所若しくは居所、就学する学校その他の場所におい

て当該児童の身辺につきまとい、又は当該児童の住所若しくは居所、就学する学校その他

その通常所在する場所（通学路その他の当該児童が日常生活又は社会生活を営むために通

常移動する経路を含む。）の付近をはいかいしてはならないことを命ずることができ る。  
２   都道 府県知事 は 、前項に 規 定する場 合 において 、 引き続き 児 童虐待の防 止及び児童

虐待を受けた児童の保護のため特に必要があると認めるときは、六月を超えない期間を定

めて、同項の規定による命令に係る期間を更新することができる。   
３   都道 府県知事 は 、第一項 の 規定によ る 命令をし よ うとする と き（前項の 規定により

第一項の規定による命令に係る期間を更新しようとするときを含む。）は、行政手続法第

十三条第 一 項  の規定 による意 見 陳述のた め の手続の 区 分にかか わ らず、聴聞 を行わなけ

ればならない。   
４   第一 項の規定 に よる命令 を するとき （ 第二項の 規 定により 第 一項の規定 による命令

に係る期間を更新するときを含む。）は、厚生労働省令で定める事項を記載した命令書を

交付しなければならない。   
５   第 一 項 の 規 定 に よ る 命 令 が 発 せ ら れ た 後 に 児 童 福 祉 法 第 二 十 八 条  の 規 定 に よ る 施

設入所等の措置が解除され、停止され、若しくは他の措置に変更された場合又は第十二条

第一項の規定による制限の全部又は一部が行われなくなった場合は、当該命令は、その効

力を失う 。 同法第二 十 八条第四 項  の規定に より引き 続 き施設入 所 等の措置が 採られてい

る場合において、第一項の規定による命令が発せられたときであって、当該命令に係る期

間が経過 す る前に同 条 第二項  の 規定によ る 当該施設 入 所等の措 置 の期間の更 新に係る承

認の申立てに対する審判が確定したときも、同様とする。   
６   都道 府県知事 は 、第一項 の 規定によ る 命令をし た 場合にお い て、その必 要がなくな

ったと認めるときは、厚生労働省令で定めるところにより、その命令を取り消さなければ

ならない。   
 

（施設入所等の措置の解除）   
第十三条   都道府県知事は、児童虐待を受けた児童について施設入所等の措置が採られ 、

及び当該 児 童の保護 者 について 児 童福祉法 第 二十七条 第 一項第二 号  の措置が 採られた場

合において、当該児童について採られた施設入所等の措置を解除しようとするときは、当

該 児 童 の 保 護 者 に つ い て 同 号 の 指 導 を 行 う こ と と さ れ た 児 童 福 祉 司 等 の 意 見 を 聴 く と と

もに、当該児童の保護者に対し採られた当該指導の効果、当該児童に対し再び児童虐待が

行 わ れ る こ と を 予 防 す る た め に 採 ら れ る 措 置 に つ い て 見 込 ま れ る 効 果 そ の 他 厚 生 労 働 省

令で定める事項を勘案しなければならない。   
 

（児童虐待を受けた児童等に対する支援）   
第十三条の二   市町村は、児童福祉法第二十四条第三項  の規定により保育所に入所する

児童を選考する場合には、児童虐待の防止に寄与するため、特別の支援を要する家庭の福

祉に配慮をしなければならない。   
２   国及 び地方公 共 団体は、 児 童虐待を 受 けた児童 が その年齢 及 び能力に応 じ充分な教

育が受けられるようにするため、教育の内容及び方法の改善及び充実を図る等必要な施策
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を講じなければならない。   
３   国及 び地方公 共 団体は、 居 住の場所 の 確保、進 学 又は就業 の 支援その他 の児童虐待

を受けた者の自立の支援のための施策を講じなければならない。   
 

（資料又は情報の提供）   
第十三条 の 三   地方 公共団体 の 機関は、 市 町村長、 都 道府県の 設 置する福祉 事務所の長

又は児童相談所長から児童虐待に係る児童又はその保護者の心身の状況、これらの者の置

かれている環境その他児童虐待の防止等に係る当該児童、その保護者その他の関係者に関

する資料又は情報の提供を求められたときは、当該資料又は情報について、当該市町村長、

都 道 府 県 の 設 置 す る 福 祉 事 務 所 の 長 又 は 児 童 相 談 所 長 が 児 童 虐 待 の 防 止 等 に 関 す る 事 務

又は業務の遂行に必要な限度で利用し、かつ、利用することに相当の理由があるときは、

これを提供することができる。ただし、当該資料又は情報を提供することによって、当該

資料又は情報に係る児童、その保護者その他の関係者又は第三者の権利利益を不当に侵害

するおそれがあると認められるときは、この限りでない。   
 

（都道府県児童福祉審議会等への報告）   
第十三条の四   都道府県知事は、児童福祉法第八条第二項  に規定する都道府県児童福祉

審議会（同条第一項  ただし書に規定する都道府県にあっては、地方社会福祉審議会）に、

第九条第一項の規定による立入り及び調査又は質問、臨検等並びに児童虐待を受けた児童

に行われた同法第三十三条第一項  又は第二項  の規定による一時保護の実施状況、児童の

心 身 に 著 し く 重 大 な 被 害 を 及 ぼ し た 児 童 虐 待 の 事 例 そ の 他 の 厚 生 労 働 省 令 で 定 め る 事 項

を報告しなければならない。   
 

（親権の行使に関する配慮等）   
第十四条   児童の 親 権を行う 者 は、児童 の しつけに 際 して、そ の 適切な行使 に配慮しな

ければならない。   
２   児童 の親権を 行 う者は、 児 童虐待に 係 る暴行罪 、 傷害罪そ の 他の犯罪に ついて、当

該児童の親権を行う者であることを理由として、その責めを免れることはない。   
 

（親権の喪失の制度の適切な運用）   
第十五条   民法  （明治二十九年法律第八十九号）に規定する親権の喪失の制度は、児童

虐待の防止及び児童虐待を受けた児童の保護の観点からも、適切に運用されなければなら

ない。   
 

（大都市等の特例）   
第十六条   （略）  

 

（罰則）   
第十七条   第十二 条 の四第一 項 の規定に よ る命令（ 同 条第二項 の 規定により 同条第一項

の規定による命令に係る期間が更新された場合における当該命令を含む。）に違反した者

は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。   
 

児童福祉法（昭和二十二年十二月十二日法律第百六十四号）  
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第二十七 条   都道府 県は、前 条 第一項第 一 号の規定 に よる報告 又 は少年法第 十八条第二

項  の規定 による送 致 のあつた 児 童につき 、 次の各号 の いずれか の 措置を採ら なければな

らない。   
一、二（略）  

三   児童 を小規模 住 居型児童 養 育事業を 行 う者若し く は里親に 委 託し、又は 乳児院、児

童養護施設、知的障害児施設、知的障害児通園施設、盲ろうあ児施設、肢体不自由児施設、

重症心身障害児施設、情緒障害児短期治療施設若しくは児童自立支援施設に入所させるこ

と。   
四   （略）   
○２、３  （略）  

○４   第 一項第三 号 又は第二 項 の措置は 、 児童に親 権 を行う者 （ 第四十七条 第一項の規

定により親権を行う児童福祉施設の長を除く。以下同じ。）又は未成年後見人があるとき

は、前項の場合を除いては、その親権を行う者又は未成年後見人の意に反して、これを採

ることができない。   
○５、６  （略）  

 

第二十八 条   保護者 が、その 児 童を虐待 し 、著しく そ の監護を 怠 り、その他 保護者に監

護させることが著しく当該児童の福祉を害する場合において、第二十七条第一項第三号の

措 置 を 採 る こ と が 児 童 の 親 権 を 行 う 者 又 は 未 成 年 後 見 人 の 意 に 反 す る と き は 、 都 道 府 県

は、次の各号の措置を採ることができる。   
一   保護 者が親権 を 行う者又 は 未成年後 見 人である と きは、家 庭 裁判所の承 認を得て、

第二十七条第一項第三号の措置を採ること。   
二  （略）  

○２   前 項第一号 及 び第二号 た だし書の 規 定による 措 置の期間 は 、当該措置 を開始した

日から二年を超えてはならない。ただし、当該措置に係る保護者に対する指導措置（第二

十七条第一項第二号の措置をいう。以下この条において同じ。）の効果等に照らし、当該

措置を継続しなければ保護者がその児童を虐待し、著しくその監護を怠り、その他著しく

当該児童の福祉を害するおそれがあると認めるときは、都道府県は、家庭裁判所の承認を

得て、当該期間を更新することができる。   
○３～６  略  

 

第三十三条  （略）  

○２   都 道府県知 事 は、必要 が あると認 め るときは 、 第二十七 条 第一項又は 第二項の措

置をとるに至るまで、児童相談所長をして、児童に一時保護を加えさせ、又は適当な者に 、

一時保護を加えることを委託させることができる。   
○３   前 二項の規 定 による一 時 保護の期 間 は、当該 一 時保護を 開 始した日か ら二月を超

えてはならない。   
○４  （略）  

 

第三十三条の七  

 児童又は児童以外の満二十歳に満たない者（次条及び第三十三条の九において「児童等」

という。）の親権者が、その親権を濫用し、又は著しく不行跡であるときは、民法（明治

二十九年法律第八十九号）第八百三十四条の規定による親権喪失の宣告の請求は、同条に

定める者のほか、児童相談所長も、これを行うことができる。  
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第四十七条  （略）  

○２   児 童福祉施 設 の長、そ の 住居にお い て養育を 行 う第六条 の 二第八項に 規定する厚

生労働省令で定める者又は里親は、入所中又は受託中の児童で親権を行う者又は未成年後

見人のあるものについても、監護、教育及び懲戒に関し、その児童の福祉のため必要な措

置をとることができる。   
 

児童の権利に関する条約（平成七年一二月二〇日条約第二六号）  

 

（締約国の義務）  

第 4 条  

 締約国は、この条約において認められる権利の実現のため、すべての適当な立法措置、

行政措置その他の措置を講ずる。締約国は、経済的、社会的及び文化的権利に関しては、

自国における利用可能な手段の最大限の範囲内で、また、必要な場合には国際協力の枠内

で、これらの措置を講ずる。   
 

（監護を受けている間における虐待からの保護）  

第 19 条  

1 締約国 は、児童 が 父母、法 定 保護者又 は 児童を監 護 する他の 者 による監護 を受けてい

る間において、あらゆる形態の身体的若しくは精神的な暴力、傷害若しくは虐待、放置若

しくは怠慢な取扱い、不当な取扱い又は搾取（性的虐待を含む。）からその児童を保護す

るためすべての適当な立法上、行政上、社会上及び教育上の措置をとる。  

2 1 の保 護措置に は 、適当な 場 合には、 児 童及び児 童 を監護す る 者のために 必要な援助

を与える 社 会的計画 の 作成その 他 の形態に よ る防止の た めの効果 的 な手続並 び に 1 に定

める児童の不当な取扱いの事件の発見、報告、付託、調査、処置及び事後措置並びに適当

な場合には司法の関与に関する効果的な手続を含むものとする。  

 


